
結城市ワーク・ライフ・バランス推進事業所表彰制度実施要項 

 

 （目的） 

第１条 この要項は、全ての労働者が仕事と生活の調和（以下「ワーク・ライフ・バラン

ス」という。）を図ることができる働きやすい職場環境づくりに積極的に取り組み、優

れた成果が認められる事業所等について、その功績を称えるとともに、これを広く市民

に周知することにより、働きやすい職場環境整備を促進し、ワーク・ライフ・バランス

に対する意識の醸成を図ることを目的とする。 

 （表彰の対象） 

第２条 表彰の対象となる者は、市内に事務所又は事業所を有する法人その他の団体（以

下「事業所等」という。）のうち、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）応募又は推薦の日から起算して過去１年間において、労働に関する法令その他の各

種法令に違反していないこと。 

（２）社会通念上表彰を受けるにふさわしくないと判断される事由がないこと。 

（３）過去において、この要項に基づく表彰を受けていないこと。 

（４）市税（市民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税をいう。）に滞納がないこ

と。 

（５）別表に掲げる取組を一つ以上積極的に行っていること。 

（応募又は推薦） 

第３条 表彰の対象となる事業所等は、次の各号のいずれかの方法により応募又は推薦を 

行うものとする。 

（１）事業所等による応募又は当該事業所等に勤務する従業員による推薦 

（２）関係機関又は関係団体による推薦 

２ 前項の応募又は推薦は、結城市ワーク・ライフ・バランス推進事業所表彰応募・推薦

用紙（別記様式）によるものとする。 

（選考等） 

第４条 表彰の対象となる事業所等の選考は、次に掲げる者により行うものとする。 

（１）結城市男女共同参画基本計画推進委員会の代表者 

（２）市民生活部長 

（３）人権推進課長 

（４）表彰の対象となる事業所等に関係する課等の長 

２ 前項の選考は、表彰の対象となる事業所等についての事前調査の後に行うものとする。 

（表彰事業所等の決定） 

第５条 市長は、前条第１項の選考の結果を考慮し、表彰すべき事業所等を決定するもの

とする。 

（表彰方法） 

第６条 表彰は、男女共同参画推進講演会において行う。ただし、必要があると認めると 

きは、これによらないことができるものとする。 

 （表彰の取消し） 

第７条 市長は、被表彰者が表彰日以降、表彰の目的を損なうような行為を行う等により、 



表彰企業としてふさわしくないと判断した場合には、表彰を取り消し、表彰状等の返還

を求めることができる。 

 （補則） 

第８条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   付 則 

 この要項は、平成３１年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要項は、令和２年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要項は、令和４年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要項は、令和６年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要項は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第２条関係） 

（１）長時間労働を改善するための取組 

・所定外労働時間の削減（強制消灯、強制パソコン終了等） 

・業務効率化のための取組 

・不要な会議の取りやめ 

・勤務時間表の作成（所定外労働及び休暇の見える化） 

・定時退勤の奨励（ノー残業デー、定時退社日等の設定） 

（２）年次有給休暇の取得促進 

・従業員の年次有給休暇の取得状況 

・休暇を利用しやすくする取組（時間単位又は半日単位での取得） 

・監督者の休暇取得についての研修実施と各部署への休暇取得促進 

・従業員各自の休暇取得計画表の作成と各部署内での共有 

・休暇取得促進に資する独自の休暇制度 

（３）自己啓発やキャリアアップの支援 

・キャリアプラン作成支援（自己申告、ジョブリクエスト、社内公募制度等） 

・新たな職域を目指す者に対する知識及び資格の取得のための支援 

（４）仕事と育児、介護の両立支援 

・従業員の育児休業及び介護休業の取得状況 

・法定以上の休暇制度 

・事業所内保育施設（託児施設）の設置 

   ・男性の育児休業取得並びに産前及び産後の休暇取得促進 

   ・育児、介護休業者の復職支援（休業中の情報提供及び相談） 

   ・勤務地限定や転勤配慮 

（５）短時間勤務や在宅勤務等の柔軟な働き方に向けた取組 

・柔軟な働き方へのバックアップ体制の確立 

（６）健康管理に関する取組 

   ・配慮を必要とする従業員のための休暇制度（病気、怪我、妊娠等） 

   ・メンタルヘルス相談窓口の設置 

   ・人間ドック受診補助 

（７）ワーク・ライフ・バランス推進の啓発と風土づくり 

・関連制度に関する説明会や研修の開催 

・社内報やパンフレット等での情報提供 

・職場参観日（家族参観日）の開催 

・地域のイベントへの参加 

・アンケート等による従業員の意見聴取 

（８）その他ワーク・ライフ・バランスの推進に資する取組 

 

 

 



別記様式（第３条関係） 

 

結城市ワーク・ライフ・バランス推進事業所表彰応募・推薦用紙 

                               年  月  日 

【応募者又は推薦者】 

氏名 

住所 

電話            （   ） 

【事業所の概要】 

事 業 所 名
（ ふ り が な ）

  業 種  

代  表  者
（ ふ り が な ）

 役職            氏名 

所 在 地 

〒 

 

連 絡 先 等 
電話   （  ）     FAX    （  ）     

ホームページ URL 

従 業 員 数 正社員数 

女性（   ）人 

男性（   ）人 

合計（   ）人 

非正社員数 

（パート、 

アルバイト等） 

女性（   ）人 

男性（   ）人 

合計（   ）人 

【各種休業（休暇）規定】 

育児休業規定 ☐無 ・ ☐有 

介護休業規定 ☐無 ・ ☐有 

看護休暇規定 ☐無 ・ ☐有 

【法令遵守等】 

応募又は推薦日から起算して過去１年間における労

働に関する法令その他の各種法令違反 
☐無 ・ ☐有 

市税（市民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税）の納付状況を確認することを

承諾します。 

事業所名 

 代表者職氏名                     印 

                          



【ワーク・ライフ・バランス推進に関する取組及び実績】 

 下記のうち取組を行っているものにチェックを入れ、具体的な取組内容、取組への従

業員の参加状況、制度等の従業員の利用状況、取組の効果等を詳しく記載してくださ

い。 

□長時間労働を改善するための取組 

                                       

                                       

                                       

□年次有給休暇の取得促進 

                                       

                                       

                                       

□自己啓発やキャリアアップの支援 

                                       

                                       

                                       

□仕事と育児、介護の両立支援 

                                       

                                       

                                       

□短時間勤務や在宅勤務等の柔軟な働き方に向けた取組 

                                       

                                       

                                       

□健康管理に関する取組 

                                       

                                       

                                       

□ワーク・ライフ・バランス推進の啓発と風土づくり 

                                       

                                       

                                       

□その他ワーク・ライフ・バランスの推進に資する取組 

                                       

                                       

                                       

注 １ 事業所の概要が確認できるパンフレット等があれば添付してください。 

  ２ 取組及び実績については、できるだけ具体的に記載し、資料があれば添付してく 

ださい。 


